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Abstract
 This paper focused on bilingual education practices at the Yokohama Yamate Chinese 
School. Both Japanese and Chinese languages are equally used for teaching at this Chinese 
School. Although based on the Japanese National Curriculum and the same subjects as formal 
Japanese schools are taught through Japanese language and virtually all the students 
pass entrance examinations to local Japanese senior high schools, Chinese Schools in 
Japan are not formally registered by the first clause of the School Education Act, and 
are categorized as‘Various Schools’. Chinese language education on the other hand puts 
emphasis on the training of communication skill.
 It is characteristic for bilingual education practices at this Chinese School that 
Japanese is the first and principal language for majority of the students, to whom Chinese 
is recognized just as a foreign language.　The Chinese School has been challenged by 
new waves. The arrival and increase of newcomer Chinese children who have no Japanese 
background since 1990s, the existence of, on the other hand, Japanese students which 
amount to 20 percent in total, and the introduction of English language education at 
primary school level, have made the Chinese School from ‘ethnic’ to ‘international’. 











　｢ 在日外国人学校 ｣ は佐藤郡衛氏の分類によると、どこの国の子どもにも門戸を開放している多

































なったのはおよそ 1970 年代であり、日本国内に留学生が増え始めたのは 80 年代に入ってから、そ
して日系労働者を中心に、外国人労働者の子女の教育が問題視され始めたのは 90 年代である。それ











































しかし、紙幅の関係から、本稿は ｢ 進学準備 ｣ を中心に山手中華学校のバイリンガル教育の特徴を
明らかにしたい。分析に使われる主な資料は現校長の潘民生氏、元教師の符順和氏へのインタビュー












1945 年、空襲に見舞われるが、翌 1946 年に華僑の手により再建された。それを機に学校は、教授言
語の方言から標準語への統一と、1947 年の中学校及び幼稚園の増設という変革とともに、校名も ｢
横浜中華学校 ｣に改め、新しいスタートを切ったのであった。













　　　　　　4) 小学校の英語 (英会話 )はネイティブによる授業である。　
 小一 小二 小三 小四 小五 小六 中一 中二 中三 
中国語 10 10 8 8 8 8 8 8 8 
歴史地理     3 3 2 2 1 
日本語 4 4 4 4 4  4  5  5  4  
日本社会   2 2 2  2  3  3  3  
数  学 4 5 6 6 5 5 3  3  4  
理  科   3 3 3  3  3  3  4  
英  語     1 1  4  4  4  
図工美術 2 2 2 2 2 2 1  1  1  
技術家政       2 2 2 
音  楽 2 2 2 2 1 1 1  1  1  
体  育 2 2 2 2 2 2 2  2  2  
習  字    1 1 1    
集団活動 1 1 1 1 1 1    
HR    1 1 1 1 1 1 





ンスをめぐって揺れつづけてきた。現在の山手中華学校は、生徒数 392 人に教職員 31 人 (2004 年 3
月現在 ) で、表１通りのカリキュラム (12) に基づいてバイリンガル教育の実践に取り組んでいる。次
はここにたどりつくまでのあゆみをまず概観しておこう。
　（２）民族教育からバイリンガル教育へ





































　資料上の限界のもあり、細かい分析は難しいが、表２は 1958 年、1978 年、1993 年と 2002 年と、
計 4年分の「中国語」、「中国社会」と「日本語」、「日本社会」の週時間数を整理したものである。
　まず「日本語」と「日本社会」を見ると、全体的には多くなる傾向を示している。小 1 の場合、
58 年はなかった ｢ 日本語 ｣ が 78 年に設けられ、小 4 と小 6 は 78 年に ｢ 日本語 ｣ が増加し、｢ 日本






小一、中二、中三の場合顕著である。｢日本語 ｣と ｢日本社会 ｣の増加は 78 年から始まり、「中国語」
の増加と ｢ 中国社会 ｣ の減少は 2002 年に表れている。つまり、比較的に早い時期から膨大な時間が
必要である進学準備により一層力を入れてきたが、近年の傾向として中国語の教育は、全般にわた
学  年  年  中国語  中国社会  日本語  日本社会  
小  一 1958 0 0 0 
 1978 9 0 3 0 
 1993 10 0 4 0 
 2002 10 0 4 0 
小  四 1958 0 2 0 
 1978 8 0 4 2 
 1993 8 0 4 2 
 2002 8 0 4 2 
小  六 1958 4 2 0 
 1978 8 4 4 2 
 1993 8 4 4 2 
 2002 8 3 4 2 
中  一 1958 4 4 0 
 1978 6 3 4 3 
 1993 6 3 4 3 
 2002 8 2 5 3 
中  三 1958 2 4 2 






3 4 3 
 1993 6 3 4 3 






























































が、入学者の数は 1975 年から 1995 年まで減少の一途を辿ってきた (表 4)。馬校長の文章によると、
1953 年に日本人引揚船の往路に便乗して中国に帰る生徒が 100 名ぐらいあり、生徒数は 600 余り名
年度 卒業生総数 県立･市立 国立･都立 私  立 外  国 家業･就職 未  定 
1985　　　32 15 0 15 0 2 0 
1986 37 9　　　　　0 25 0 3 
1988　　　40 25 1 14 0 0 
0 
0 
1989　　　26 10 1 15 0 0 0 
1992 24 6　　　　　0 18 0 0 
1993　　　24 11 0 13 0 0 
0 
0 
1994　　　29 12 0 16 １カナダ 0
1995　　　22 11 1 20 0 0 0 
1996　　　25 10 1 14 0 0 
1
0 
1997 29 8　　　　　1 19 0 0 
0 
0 1998 20 10 1 0 0
1999　　　27 15 2 10 0 0 0 
2000　　　27 18 0 8 1 中国 0
2001　　　31 15 0 16 0 0 0 
0 







から 500 余り名に減り、後に 1971 年の中国の国連への復帰、1972 年春のニクソン訪中及び同秋の日































　しかし、80 年代の後半、とくに 90 年代から、日中間の交流が盛んになるに従い、中国語の実用性
が高まり、追随して中国語のレベルを測る制度も整備されるようになった。日本国内の中国語検定
1975 年 1980 年 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 
479   467   321   265   246   313   355   386   392 
表４　1975 年～ 2003 年の年度別生徒数 (人 )












ない、話せないという意味）の現状を変えるために、読み書き中心の ｢ 語文教育 ｣( 中国語の国語 )
























の学習効果を向上するためであり、その考え方を端的に表したのは ｢ 移行型バイリンガル教育 ｣ で
あろう。そのタイプは現在でもバイリンガル教育プログラムの大半を占める。それに対して、現在
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